パートタイマー就業規程
第１章　がいよう
（この規則の目的）
第１条　　この規則は、株式会社○○○○のパートタイマーのみなさんの働く条件や、職場で守らなくてはならないことなどを決めたものです。
　　　２　この規則に載っていないことについては、労働基準法やそのほかの関係する法律などの規定によります。
（パートタイマーとは）
第２条　　この規則でパートタイマーとは、働く期間が決まっていて、また、１日や１週間の働く時間が、一般社員より働く時間が短い契約内容のひとをいいます。
（規則を守る義務）
第３条　　パートタイマーのみなさんは、もちろん一般の社員と同じように会社にとって大事な存在です。そのためにも、この規則やそのほかの規程・規則などを守り、責任と積極性をもって仕事をして会社を発展させるとともに、働く条件をはじめとするいろいろな条件の向上をはかりましょう。
第２章　勤　　務
第１節　勤務時間、休憩
（勤務時間）
第４条　　パートタイマーの１日の決められた働く時間は、つぎの時間内で、会社が皆さんとそれぞれに働く契約を結ぶなかで取り決めます。
      　　始まりの時刻　　午前　９時００分
　　      終わりの時刻　　午後　６時００分
            休憩時間        午前１２時から午後１時
　　　２　仕事上の必要があるときは、前もって通知して職場や仕事ごと、また個人ごとに、前項の時刻を早めたり遅くすることがあります。
第２節　休　　　　日
（休　　日）
第５条　　パートタイマーのみなさんの休日は、それぞれの働く契約によりますが、原則としてつぎのとおりです。
          ①毎週土曜、日曜日
          ②国民の祝日、国民の休日
          ③夏休み　３日間
          ④冬休み　７日間（年末年始１２月２９日から１月４日まで）
（休日の振替）
第６条　　会社は、仕事で特別の必要があるときは、会社、職場、または個人ごとに、休日をほかの日に振替えることがあります。
　　　２　休日の振替をするときは、前の日までに振替える休日を指定してパートタイマーのみなさんに通知します。
第３節　休　　　　暇
（休暇の種類）
第７条　　休暇の種類はつぎのとおりです。
        ①年次有給休暇
        ②生理休暇
        ③産前産後の休暇
（年次有給休暇）
第８条　パートタイマーに対する有給休暇は次の通りとします。
①６ヵ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した者に対する有給休暇は次の表の通りとします。
    １．パートタイマー（週５日以上、１年間２１７日以上、又は週３０時間以上の場合）
勤続    6ｶ月   1 年   2 年    3 年   4 年    5 年    6 年    7 年    8 年　  9 年　 

年数　　       6ｶ月   6ｶ月    6ｶ月  6ｶ月    6ｶ月   6ｶ月    6ｶ月   6ｶ月    6ｶ月以上
有休付   10     11     12      13    15       16     17       18     19       20  

与日数
    ２．パートタイマー（上記の勤務を下回る人）
      　勤続年数  　 6ｶ月   1年    2年    3年　  4年　  5年　  6年
      　　  　    　 　     6ｶ月    6ｶ月   6ｶ月   6ｶ月    6ｶ月   6ｶ月以上
      　週４日の人 　 7      8       9      10      12      13     15 
      　週３日の人 　 5      6       6       7       9      10
      　週２日の人 　 3      4       4       5       6       6      7

      　週１日の人 　 1      2       2       2       3       3      3

　２　有給休暇の、使わなかった分については、翌年度だけ繰り越すことができます。
　３　有給休暇を使った日については、通常の給与を支払います。
（有給休暇の届出）
第９条　　有給休暇を使うときは、前の日までに決められた手続きで所属長に届け出てください。
（生理休暇）
第１０条　生理日の仕事が非常にたいへんな女性パートタイマーから希望があったとは、必要な日数の休暇が使えます。ただし、無給です。
（産前と産後の休暇）
第１１条　６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産を予定する女性パートタイマーから希望があったときは、休暇が使えます。また、産後８週間も休暇が使えます。
　　　３　この休暇の日数についての給与は支給しません。
第４節　残業、休日出勤、深夜勤務
（残業、休日出勤、深夜勤務）
第１２条　仕事上必要あるときは、残業（早出を含みます。以下同じ）や、休日出勤を命ずることがあります。なお、深夜勤務をさせることはありません。
　　　２　パートタイマーのみなさんは、正当な理由なくこれを拒否できません。
　　　３　残業や休日出勤をしたときは、給与規程によって残業手当を支払います。尚、パートタイマーのみなさんは、１週間に１日以上の休日を必ずとってもらいます。
（１８歳未満のパートタイマー）
第１３条　満１８才未満のパートタイマーのかたには、残業や休日出勤をさせません。
（育児や介護を行う女性）
第１４条　育児や介護を行う女性で、会社に申し出た場合には、４週で３６時間、１年間で１５０時間を超える残業をさせることはありません。
第３章　人　　事
第１節　採　　　　用
（採用）
第１５条　会社は、入社を希望するひとのなかから選考をして、決められた手続きによって合格したひとについてパートタイマーとして採
用します。
　　　２　採用したときは、「雇用」についての契約を書面で結んで、会社と採用されたひとと１部ずつ保管します。
（雇用期間）
第１６条　パートタイマーの雇用期間は１年を限度とします。ただし、その期間が満了したのち、皆さんが働くことを希望し、会社もそれを望む場合は雇用期間を更新します。
（勤続年数の計算）
第１７条　契約期間を更新したときは、更新以前の契約期間を勤続年数として通算します。
（採用されたひとの提出する書類）
第１８条　新しく採用されたひとは、入社後すみやかに、つぎの書類を提出してください。けれど、前に提出が終わっている書類は、あらためて提出する必要はありません。
        ①自分で書いた履歴書
        ②通勤経路の略図、電話番号、通勤方法と通勤費
　　　２　提出したあと書類の内容に変更があったときは、その都度早めに届け出をしてください。
第２節　退職・解雇
（解　　雇）
第１９条　パートタイマーのみなさんがつぎのどれかのときは、３０日前に予告するか、労働基準法の「平均賃金」の３０日分を支給して解雇します。（解雇予告手当）
          ただし、入社してから１４日までのひとは、予告手当を支払わないですぐに解雇します。
        ①入社してから１４日までのひとで、続けて働いてもらうのが不適当と認められたとき
        ②精神や身体の障害で、仕事がふつうにできないと認められたとき
        ③能力や勤務成績が非常に劣ったり、仕事に熱意がなく怠慢のとき
        ④事業の継続が不可能となり、事業を縮小または廃止をするとき
        ⑤パートタイマーの定員に過剰を生じたとき
        ⑥上司やほかの一般社員、パートタイマーとの協調性が少なく仕事に支障をきたすおそれがあるとき。
        ⑦そのほか、前の各号に準ずる事由があるとき
（即時解雇）
第２０条　パートタイマーのみなさんがつぎのどれかのときは、管轄の労働基準監督署の認定を受けて、予告期間がなく、予告手当も支給しないで即時に解雇します。
        ①天災事変そのほかやむを得ないことで、会社の事業を続けられなくなったとき
        ②理由がなく出勤の状態が非常に悪いとき
        ③職場での秩序を乱したり、ほかの一般社員、パートタイマーのかたに悪影響を与えたとき
        ④本人の重大な過失があったとき
        ⑤そのほか、前の各号に準ずる事由があるとき
（解雇制限）
第２１条　パートタイマーのみなさんが、つぎのどれかのときは、その期間は解雇しません。
        ①仕事に関係する業務上のけがや病気で、療養のため休む期間と休んだのち３０日間
        ②女性のパートタイマーが、産前産後で労働基準法に基づいて休む期間と休んだのち３０日間
　　　２　天災事変そのほかやむを得ないことで、会社の事業を続けられなくなり行政官庁の認定を受けたときは、前項の解雇制限の規定は適用しません。
（退　　職）
第２２条　パートタイマーのみなさんがつぎのどれかのときは、その日を退職の日としてパートタイマーではなくなります。
        ①働く契約期間が満了したとき
        ②本人の都合により退職を願い出て会社の承認があったとき、または退職願いを提出して１４日間が過ぎたとき
        ③死亡したとき
        ④無断欠勤が連続して１４日を超えたとき
第４章　服務規律
（職場で守ること）
（基　本）
第２３条　パートタイマーのみなさんは、この規則のほか、会社の諸規程、通知や業務命令などを守り、お互いの人格を尊重して、風紀や秩序をさらによくするように努力し、仕事の能率をあげて、誠実に仕事をしてください。
（出退社）
第２４条　パートタイマーのみなさんは、出社と退社のときにつぎのことを守ってください。
        ①仕事の始まる時刻より前に出社し、仕事に適する服装をして心の準備も整え、仕事の始まる時刻には仕事を始めてください。また、退社はきちんと仕事の後始末をしてから帰ってください。
        ②出社や退社のときは、本人の手でタイムカードに打刻してください。
（欠勤の手続き）
第２５条　パートタイマーのみなさんが、病気やそのほかやむを得ない理由によって欠勤をするときは、その理由と予定の日数を前もって文書で会社に届出て許可を受けてください。
　　　２　前もって届け出ることができないときは、欠勤したあと早めに届出て許可を受けるようにしてください。
（無断欠勤）
第２６条　パートタイマーのみなさんが欠勤の手続きを怠ったり、診断書などの提出を遅れたり出さなかったりしたときは、無断欠勤となります。
（遅刻、早退、私用外出の手続き）
第２７条　パートタイマーのみなさんが、遅刻・早退や私用の外出するときは、決められた手続きによって、前もって会社の許可を受けてください。けれど、前もって許可を受けられなかった理由がやむを得ないときは、あとから早めに届出て許可を受けてください。
（守らなければならないこと）
第２８条　パートタイマーのみなさんは、つぎのことを守ってください。
        ①自分の仕事は正確で迅速に処理し、いつも仕事の能率化を考えてください。
        ②いつも職場の整理整頓を行い、消耗品は節約して、製品や半製品はていねいに扱い、また保管には十分注意をしてください。
        ③勤務時間中は私語をしないで決められた仕事に専念して、かってに職場を離れたり、風紀を乱しほかのひとの仕事のじゃまをしてはいけません。
        ④会社の都合により、担当の仕事の変更やほかの部署への応援を命令されたときは、納得できる理由がなくては反対できません。
        ⑤そのほか会社が決めてある諸規程や通達、通知事項などを守ってください。
第５章　給　　与
（給　　与）
第２９条　パートタイマーのみなさんの給料、賞与など給与については「パートタイマー給与規程」によります。
第６章　　懲戒
（懲戒の種類と程度）
第３０条　懲戒は、その事情や状態などによってつぎの区分で行います。
        ①けん責　　始末書をとり二度と繰り返さないように戒めます
        ②減　　給　始末書をとり、１回について平均賃金１日分の半額を減給します。行為が２回以上あった場合は加算されますが、一給料計算期間では給与の総額の１０分の１を限度とします
        ③出勤停止　始末書をとり、７日以内出勤停止を行い、その分の給料は支払いません
        ④懲戒解雇　解雇の予告の期間なしにすぐに解雇します。なお、この場合において管轄の労働基準監督署長の認定を受けたときは予告手当を支払いません。
第７章　安全・衛生
（パートタイマーのみなさんが守ること）
第３１条　パートタイマーのみなさんが、安全や衛生について守らなければならないことはつぎのとおりです。安全や衛生については会社の財産やみなさんの健康、生命に関係のあることですから一人一人が気をつけてしっかり守ってください。
        ①決められた場所以外で許可を受けないで火器を使用してはいけません。
        ②ガス、電気、そのほかの火器の周辺はいつも整理整頓をして、使用したあとは必ず火の気のないことを確かめてください。
        ③社内や職場はいつも整理整頓して、とくに非常用出入り口や消化設備のある場所には物品を置かないでください。
        ④常に健康に留意し、明朗快活を旨としてください。
（健康診断）
第３２条　会社は、パートタイマーのみなさんの採用のときと、毎年１回定期的に健康診断をおこないます。
第８章　災害補償
（災害補償）
第３３条　パートタイマーのみなさんが、仕事に関係することで負傷したり病気にかかったり、万が一障害が残ったり死亡したときは、会社は労働者災害補償保険法の保険制度に加入していますので、まずその制度によっていろいろな給付を受けます。
　　　２　労災保険制度からの支給をうけたのちに、会社が支払うものがあれば支払います。
（業務外の傷病扶助）
第３４条　パートタイマーのみなさんが、仕事に関係しないことで病気やけがなどをしたときは、第３５条の規定によって健康保険に加入したひとであれば、その制度からいろいろな給付を受けられます。
第９章　補　　則
（社会保険、雇用保険への加入）
第３５条　パートタイマーのみなさんの働く日数や時間が、一定の条件に該当するときは、社会保険（健康保険・厚生年金保険）、雇用保険に加入することになります。なお、加入を本人が希望しないときでも、これは法律で決まっていることですから拒否できません。
（社員への登用）
第３６条　パートタイマーのみなさんのなかで、特に優秀で働く意欲のあるひとは社員への登用の道があります。
（損害賠償）
第３７条　パートタイマー本人の責任で会社に損害を与えたときは、会社はうけた損害の全部または一部を弁償して頂くことがあります。
付　　　　則
１　この規則は平成○年○月○日から実施します。
２　この規則を変更したり廃止するときには、会社で働くひと全員を代表するひとの意見を聞いておこないます。
